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知多市（以下「市」といいます。）が所管する市民活動センター（以下「センター」と

いいます。）では、民間事業者等が有する発想や経営のノウハウを活かし、施設の維持管

理レベル及び市民サービスの向上並びに管理経費の縮減を図ることを目的に指定管理者制

度の導入を予定していることから、管理運営を行う指定管理者を募集します。 

 

１ 施設の概要 

 (1) 施設の特性 

センターは、市民の自発的な活動を促進し、市民協働によるまちづくりを実現するた

めの市民活動（知多市市民活動推進条例（平成１７年知多市条例第２号）第２条第１項

に規定する市民活動をいう。以下に同じ。）を推進する拠点という基本理念に基づき管

理運営される施設です。 

 (2) 施設の所在地等 

  ア 所在地 

   知多市緑町１２番地 

  イ 施設概要 

敷地面積 4,788.23 ㎡ 

建築面積  575.64 ㎡ 

延床面積  903.11 ㎡ 

内  容  ボランティア活動室、市民活動室、交流室、会議室(3)、団体活動室、 

      ＮＰＯ活動室、生涯学習室、事務室 

 (3) 利用実績 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

利用件数 （件） 855 876 848 955 1,007 

利用時間（時間） 2,214.5 2,131.5 2,120.0 2,354.5 2,527.5 

使 用 料 （円） 859,500 809,660 779,730 840,130 754,540 

  備考 令和３年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止による施設の利用休止

の影響があります。 

２ 指定期間 
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  令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間 

３ 指定管理者が行う業務 

  指定管理者が行う業務は次のとおりです。なお、具体的な業務内容及び履行方法につ

いては、別添「業務仕様書」を参照してください。 

 (1) センターの施設及び附属設備の維持管理に関する業務 

 (2) センターの施設及び附属設備の利用の許可に関する業務 

 (3) 利用料金に関する業務 

 (4) 市民活動に関する相談業務 

 (5) 市民活動に関する情報の収集及び提供業務 

 (6) その他市民活動の推進に必要な業務 

４ 申請資格 

 (1) 申請者の資格 

愛知県内に事業所のある民間事業者、その他の団体（ＮＰＯ法人、市民団体等）

が対象であり、個人は対象となりません。また、団体における法人格の有無は問

いません。 

複数の団体で構成される連合体として申請する場合は、代表団体を１団体定め

ること及び構成団体及び代表団体すべてが欠格事項に該当しないことが条件とな

ります。また、代表団体が愛知県内に事業所を有していることが条件となります。

代表団体以外の構成団体が愛知県内に事業所を有していることは条件ではありま

せんが、緊急時の対応等を考慮した体制を整えてください。 

 (2) 欠格事項 

  団体またはその代表者が次に該当する場合には、申請することができません。 

  ア 法律行為を行う能力を有しない者 

  イ 破産者で復権を得ない者 

  ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項に該

当する団体 

  エ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定に

よる指定の取消しを受けたことがある者 

  オ 地方自治法第９２条の２、第１４２条又は第１８０条の５第６項の規定に



－ ３ － 

 

抵触することとなる者 

  カ 国税及び地方税を滞納している者 

  キ 銀行取引停止を受けている者 

  ク 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員または同法同条第２号に規定する暴力団と

関係を持ちながら、その組織の威力を背景に暴力的不法行為等を行う者 

 (3) 複数申請の禁止 

単独で申請した団体等は、連合体で申請する場合の構成員になることはできま

せん。また、複数の連合体において同時に構成員になることもできません。 

５ 指定管理料 

  本業務の単年度の指定管理料は、２４，３００，０００円（消費税及び地方消費税を

含む。）を上限とし、指定管理者の提案事項とします。この指定管理料には、３００，

０００円の修繕料（精算対象経費）が含まれます。 

指定管理料は、指定管理者が申請の際に施設の管理に係る収支予算書において記載し

た指定管理料の額を基本として、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）毎に、

市と指定管理者が協議を行い、最終的に、双方の間で締結する年度協定書により決定し

た額を支払います。 

  また、大規模改修及び感染症等による施設の休館、消費税率の変更等により、指定管

理料に影響が生じる場合は、市と指定管理者がその都度協議することとします。 

 (1) 指定管理料の支払い  

  会計年度を基準とし、支払い時期や方法は年度協定で定めるものとし、前払いによる

支払いも可能とします。  

 (2) 会計の独立  

経理事務を行うにあたり、自身の団体とは別の口座及び会計帳簿類を設けて明確な経

理体制を整えてください。なお、関係書類の開示請求や監査等を受ける場合もありま

す。 

６ 利用料金制 

  利用料金制を導入し、指定管理者は施設における利用料金及び市が支払う指定管理料

をもってセンターを運営します。なお、指定管理者自らが企画して実施する各事業の収
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入等は自らの収入とすることができます。 

７ 募集要項等の配布 

 (1) 配布場所 

企画部市民協働課（知多市市民活動センター内）（以下「市民協働課」といいま

す。）にて配布します。 

 (2) 配布期間及び時間 

令和８年７月２１日（火）から令和８年８月２０日（木）まで（土曜日、日曜日及び

国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」

といいます。）を除く）の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

(3) その他 

募集要項等は市ホームページからもダウンロードできます。 

８ 説明会 

  申請予定者を対象に次のとおり説明会を開催します。なお、説明会に参加するにあた

っては申請資格の要件をよく確認し、各団体２名以内としてください。また、説明会に

参加していない場合は指定管理者としての指定の申請をすることができませんので、申

請を予定する場合は必ず説明会に参加してください。なお、連合体で申請する場合は、

代表団体となる団体は説明会に参加していなければなりませんが、連合体の構成団体と

なる団体の説明会の参加については、必須ではありません。 

 (1) 開催日時 

  令和８年８月２７日（木） 午前９時３０分から 

 (2) 開催場所 

  知多市役所 １階多目的会議室 

 (3) 参加申込期間 

  令和８年７月２１日（火）から令和８年８月２０日（木）まで 

 (4) 申込方法 

  指定管理者募集説明会参加申込書（様式９）に必要事項を記載し、電子メールで市民

協働課に送信してください。 

９ 質問の受付及び回答 

 (1) 質問の受付 
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  募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。なお、説明会に参加して

いない場合は、質問をすることはできません。 

  ア 受付期間 

令和８年８月２７日（木）から令和８年９月３日（木）１７時まで 

  イ 受付方法 

指定管理者指定申請に関する質問票（様式８）を電子メールで市民協働課に送信し

てください。 

 (2) 質問の回答 

  令和８年９月１０日（木）までにすべての説明会参加者に対して回答を送付します。

また、次の内容については回答を行いません。 

  ア 意見に過ぎないもの 

  イ 誹謗中傷の類が含まれるもの 

10 申請書類の提出 

 (1) 提出書類 

  次の書類（付属書類含む）をまとめ、正本１部、副本９部、ＣＤ等の電子媒体に提出

書類のデータを入れたもの１部提出してください。 

  また、正本及び副本は各書類を綴った上で、インデックスをつけてください。添付書

類などで、Ａ３の用紙を使用する場合は、Ａ４サイズに折りたたんでください。なお、

電子媒体の提出にあたっては、データのフォーマット及びフォルダー分けの指定はあり

ませんが、ファイル名は、次のアからコまでの名称を付けてください。 

  ア 指定管理者指定申請書（様式１） 

  イ 指定申請に係る誓約書（様式２） 

  ウ 団体等の概要（様式３） 

  エ 施設又は類似施設の主な管理業務実績（様式４） 

  オ 中間支援事業等の実績（様式５） 

  カ 事業計画書（様式６） 

   様式６の欄外の注意事項に留意し、作成してください。用紙について、Ａ４または

Ａ３で、両面印刷を可能としますが、片面につき１ページずつとするため、最大４２

ページ分となります。（様式６及び別紙の合計が２１枚） 
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  キ 施設の管理に係る収支予算書（様式７） 

  ク 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類の写し 

  ケ 経営状況に関する書類（直近の会計年度のもの） 

   (ｱ) 法人は、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書。非上場の企業

については、キャッシュ・フロー計算書は必要ありません。 

   (ｲ) その他の団体は、収支計算書 

  コ 法人にあっては当該法人の登記簿謄本。法人格のない団体にあってはその構成状

況を表す書類。 

  サ 国税及び地方税の納税証明書（直近の会計年度のもの） 

   (ｱ) 国税 

    法人の場合、法人税、消費税及び地方消費税に関するもので、税務署が発行する

納税証明書「その３の３」（未納がないことの証明）を提出してください。 

   (ｲ) 地方税（県税） 

    法人の場合、県税事務所が発行した法人県民税、法人事業税・地方法人特別税及

び自動車税の納税証明書（未納がないことの証明）を提出してください。 

   (ｳ) 地方税（市税） 

    法人市民税、固定資産税（都市計画税を含む。）、事業所税の納税証明書（未納

がないことの証明）を提出してください。 

  ※連合体で申請する場合 

   連合体で申請する場合は、「連合体で指定管理者の指定を受ける旨の申出書（様式

３－１）」を提出してください。また、イからエ及びキからコに定める書類は、連合

体の各構成団体のものを提出してください。 

 (2) 提出先 

  市民協働課（市民活動センター内）に直接提出してください。 

 (3) 受付期間及び時間 

  令和８年９月１０日（木）から令和８年９月１７日（木）まで（土曜日、日曜日及び

休日を除く）の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

11 候補者の選定 

(1) 選定方法 
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 指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」といいます。）において、申請書類を別

添「指定管理者選定基準」の項目ごとに審査するとともに面接審査を実施し、得点が上

位の申請者から順に第１候補者から第３候補者までを選定します。 

(2) 面接審査 

 令和８年１０月１日（木）に面接審査を予定します。 

面接審査は、申請者からのプレゼンテーションが準備を含めて２０分以内、選定委員

からの質問１０分程度、計３０分程度を予定しています。 

面接審査へは、法人の代表者又は代理の方（代理の場合は委任状を提出のこと）５名

以内での出席をお願いします。 

なお、開催時間及び会場についての詳細は、後日通知します。 

(3) 選定の基準 

 指定管理者となるべき候補者の選定は、次の基準で実施し、具体的な評価の基準及び

配点は別添「指定管理者選定基準」のとおりです。 

 ア 利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られること。 

イ センターの効用を十分発揮できること。 

ウ センターの適切な維持管理及び管理経費の縮減が図られること。 

エ センターの管理を安定して行う人員、資産その他の経営規模及び能力を有してい

ること。 

オ 危機管理に関する体制、個人情報保護及び情報公開体制が整備できるとともに、

環境配慮に対する取組みが実施できること。 

カ 中間支援に関する十分な能力を有していること。 

キ 提案された各種事業の実施により、市民活動の活性化や人材育成、多様な主体と

の連携・協働の推進に資すること。 

 (4) 失格条項 

  次のいずれかに該当した場合は、ただちに失格とします。 

  ア 提出された書類に虚偽の記載があったとき。 

イ 選定委員会の委員に個別に接触したとき。  

ウ その他不正な行為があったとき。 

(5) 選定結果の通知 
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 選定結果は、申請者全員に文書にて通知します。また、同選定結果につきましては、

ホームページ等で指定管理者候補団体名、評価合計点、選定理由等を公表します。 

12 情報公開 

 本募集に係る申請者から提出された指定管理者指定申請書を始めとする関係書類につ

いては、情報公開に関する求めがあった場合、知多市情報公開条例（平成１２年知多市

条例第４１号）に基づき、手続きを行います。 

13 指定の手続 

選定委員会にて選定した候補者は、業務の仕様書や提案された事業計画書等をもと

に、市と協定内容について事前協議を行います。その後、地方自治法第２４４条の２第

６項の規定により、市議会の議決を経て指定管理者として指定し、関連条例に基づいて

告示します。 

なお、選定した候補者が候補者の選定に際して失格条項に該当することが判明した場

合や協議が整わない場合等の理由により、候補者とすることができなくなった場合は、

原則として次点の候補者と協議を行い、候補者とするものとします。 

14 協定の締結 

市と指定管理者は、指定期間中の管理業務に関して基本的な事項を定める基本協定及

び各年度の実施事項や指定管理料の支払等を定める年度協定を締結します。 

15 事業評価 

  指定管理者から提出される事業報告書等をもとに管理運営内容を評価します。 

  評価に際しては、管理業務及び経理の状況等に関して報告を求め、又は立入り調査を

実施する場合があります。その結果、必要な措置を講じるように通知や勧告をする場合

があります。 

  それらに従わないときは、指定期間中でも、その指定を取り消すことがあります。 

16 その他 

 (1) 申請に関する経費は、申請者の負担とします。 

 (2) 提出された申請書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

 (3) 市は、指定管理者の選定に伴う公表等が必要な場合、申請書類の内容を無償で使用

できるものとします。また、市が必要と認めた場合は、追加の資料の提出を求めるこ

とがあります。 
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17 問い合わせ先 

知多市企画部市民協働課 

〒４７８－００４７ 

知多市緑町１２番地の１（知多市市民活動センター内） 

ＴＥＬ ０５６２－３１－０３８２ 

メール katudo-c@city.chita.lg.jp 



 

指定管理者選定基準 

 

選定基準 評価の視点 様式 配点 

① 
平等な利用の確保 

サービスの向上 

・募集要項及び業務仕様書の内容を理解し、施設

を管理するにふさわしい基本方針か。 

・公の施設であることを踏まえ、平等な利用が確

保できる内容か。 

・サービスの向上策は、具体的かつ現実的で、創

意工夫や積極性が見られるか。 

様式６ １０点 

② 施設の効用の発揮 

・施設の特徴、長所を踏まえた管理運営を計画し

ているか。 

・市民の自発的な活動を促進し、多様な市民活動

団体の交流、連携の場として効果的に実施でき

るか。 

様式６ １５点 

③ 
施設の適切な維持管理 

管理経費の縮減 

・施設の効率的かつ持続可能な維持管理体制がと

られているか。 

・収支計画が適切で、管理経費の縮減案が具体的

かつ実現可能なものか。 

・管理運営実績を十分に有しているか。 

様式４ 

様式６ 

様式７ 

１５点 

④ 
人員、資産その他の経

営規模及び能力 

・職員の採用、確保、配置計画は適切か。 

・団体の財政状況は健全か。 

様式６ １０点 

⑤ 

危機管理に関する体制 

個人情報保護体制 

情報公開体制 

環境配慮に対する取組 

・危機管理体制、個人情報保護及び情報公開体制

等のコンプライアンスの管理がなされている

か。 

・環境に配慮した施設管理が実施できるか。 

様式６ １０点 

⑥ 中間支援に関する能力 

・市民活動団体への相談支援、人材育成及び情報

発信を効果的に実施できるか。 

・中間支援に関する経験や実績を十分に有してい

るか。 

様式５ 

様式６ 

２０点 

⑦ 各種事業の実施 

・提案された各種事業等は、仕様書の内容を踏ま

えた効果的かつ創意工夫のある提案か。 

・自主事業は、利用者のニーズを踏まえた満足度

の高い魅力的な内容となっているか。 

・事業全体を通して、市民活動の活性化、人材育

成及び多様な主体との連携・協働の推進が期待

できるか。 

様式６ ２０点 

合 計 
１００

点 

 


